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「三田学会雑誌」 92卷 2 号 （1999年 7 月）

排出権取引と CDM (Clean Development 

Mechanism) の複合効果

藤 田 康 範 *

1 . 序

地球温暖化問題解決の方策の一つとして重要視されてきた温暖化ガス削減高費用国•低費用国間 

の国際協力は，98年12月の京都議定書締結により，新たな段階に入ることとなった。温暖化ガス削 

減低費用国が，温暖化ガス排出規制に服する国と服さない国とに二分されるようになり，その結果， 

温暖化ガス排出削減高費用国の協力相手国として，温暖化ガス排出規制に服する低費用国と温暖化 

ガス排出規制に服さない低費用国の二者が併存するようになったからである。温暖化ガス削減高費 

用国と前者との国際協力の代表が国際的排出権取引であり，後者との国際協力の代表がCD Mであ 

る。国際的排出権取引とは，温暖化ガス排出規制に服する国の間で排出権を売買することである。 

温暖化ガス排出割当量を越えて温暖化ガスを排出する主体が排出権需要者，温暖イ匕ガス排出量が温 

暖化ガス排出割当以内の主体が排出権供給者となる。一方，C D M とは， Clean Development 

M echanismの略で，排出規制に服する国と排出規制に服さない国とが協力して温暖化ガスの削減 

を行い，その削減量を，排出規制に服する国の削減量として認める制度である。国際的排出権取引， 

C D M ともに，温暖化ガス排出削減の総費用を低減する上で有効と考えられている。本研究では， 

国際貿易理論モデルを構築し，このような柔軟性措置の併存が温暖化ガス排出総量に与える効果を 

明らかにする。

本研究での分析により，

•財市場の大きさが温暖化ガス排出総量に与える影響 

•温暖化ガス排出削減費用の低下が温暖化ガス排出総量に与える影響

* 岡敏弘（福井県立大学)，深海博明（慶應義塾大学)，細田衛士（慶應義塾大学)，山ロ光恒（慶應義 

塾大学)，山地憲治（東京大学)，吉岡忠昭（神奈川大学）の諸先生方から貴重なコメントを頂いた。 

記して謝意を表したい。
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• C D Mにおける温暖化ガス排出削減高費用国の交渉力や，温暖化ガス排出削減高費用国への排出

割当量が温暖イ匕ガス排出総量に与える影響

等が明らかとなる。

以下では，まず第2 節で分析の枠組みを設定し，続く第 3 節では，国際的排出権取引のみが行わ 

れている場合，C D M も併用されている場合，それぞれについて，温暖化ガス排出総量を導出するc 

第 4 節では，それまでの分析結果に基づいて， どのような場合に国際的排出権取引とCDMが併用 

されるのか，あるいは排出権取引のみが行われるのかについての条件を導出し，国際的排出権取引 

とC D M との併存が温暖化ガス排出総量に与える効果を明らかにする。最後に第5 節で，本研究の 

結論を要約して展望を述べる。

2 . 基本モデル

三 国 （C，J，R ) から構成される国際経済を考える。C 国は non-Annex I 国であって，温暖化ガス 

排出規制に服しておらず，J 国と R 国はAnnex I 国であって，温暖化ガス排出規制に服している 

ものとする。J 国，R 国への温暖化ガス排出割当量をそれぞれ， 无， y と表記する。C 国とR 国の 

温暖化ガス削減費用は低く，J 国の温暖化ガス削減費用は高いものとする。C 国はびの水準の温暖 

化ガス排出削減を行うためにd の水準の費用が必要であり，R 国は日の水準の温暖化ガス排出削 

減を行うために，必 2の水準の費用が必要であるものとする。ゴは正の定数である。結論を明確化 

するために，J 国は温暖化ガスの削減ができず，温暖化ガス排出規制を満たすためには，国際的排 

出権取引ないしCDMの実施が不可欠であるものとする。

国際的排出権取引への参加国はJ 国と R 国であり，C 国は国際的排出権取引に参加しないもの 

とする。国際的排出権市場は完全競争的であって，J 国，R 国ともに価格受容者として行動すると 

仮定する。本研究のモデルにおいては，J 国が排出権需要者，R 国が排出権供給者である。排出権 

価格を q と表記する。

C 国にはw の水準の資源が賦存しており，この資源を用いて財生産または温暖化ガス排出削減 

を行うものとする。C 国は，J 国とのC D M を行わない場合には全資源を財生産に充て，J 国との 

C D M を行う場合には，ひの温暖化ガス排出削減をゼの費用で行って1 単位当たり s の価格で J 国 

に販売するものとする。s は J 国とC 国との間の交渉力によって決定されるものとする。本研究で 

は，この交渉力s を外生変数として扱う。

以下では，J 国はCD Mのみでは温暖化ガス排出規制を満足できず，温暖化ガス排出規制を満た 

すには，
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• 国際的排出権取引市場においてR 国から排出権を購入する，あるいは，

• それに加えてC 国とC D M を行う

のどちらかを選択しなければならないものと仮定する。 どのような場合に国際的排出権取引のみが 

行われるのか，あるいはC D M も併用されるのかについての条件を導出することが，本研究の目的 

の一 つ で ある。

J 国とR 国は国際的財市場において競合しているが，C 国は国際的財市場とは分断された国内市 

場のみで財の生産 • 販売を行うものとする。本研究では，国際的財市場が寡占的であるものと仮定 

する。J 国，R 国の財生産量をエ，y と表記し，国際的財市場の逆需要関数 / 3 を尸= 4  — 502： 

+ y ) と特定化する。一方，C 国の国内財市場は完全競争的であり， しかも，価格/)の下で無制限 

の需要があるものとする。J 国，R 国，C 国の財生産の限界費用をC/， cR, 1 とする。C 国，J 国， 

R 国ともに， 1 単位の財生産に伴って1 単位の温暖化ガスが排出されるものとする。

3 . J 国の戦略と均衡値

本節では，後の分析の準備として，J 国の戦略とJ 国利潤，温暖化ガス排出総量との関係を明ら 

かにする。J 国の戦略としては，上述のように，

• 国際的排出権取引市場においてR 国から排出権を購入する，あるいは，

• それに加えてC 国とC D M を行う 

という二つの選択肢を考える。

3 . 1 . J 国が国際的排出権取引のみを行っている場合の均衡値

まず，J 国が国際的排出権取引のみを行っている場合について考える。

この場合のJ 国，R 国の利潤関数はそれぞれ

n j = ( A  —  B (x  + y ) ) x ~  C j x  —  q {x  —  x)  (1)

7 t R ^ ( A - B ( x  + y))y-CRy + Q ( y + / S - y ) - d ^ 2 (2)

と表現される。 （1)式， （2)式ともに，第 1 項と第 2 項の差は財の生産.販売から得られる利潤を表 

現している。 （1)式第 3 項は J 国の排出権購入費用を， （2)式の第 3 項と第 4 項の差はR 国が排出 

権販売から獲得する利潤を表現している。

利潤極大化の一階条件

. 2 B x - B y - c j - q ^ O  (3)
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警 = A  -  B x  -  2By -  cR -  q = 0 ⑷

城 1 - 2 必 =0 (5)
d/3

より，この場合のJ 国の財生産量 • 温 暖 化 ガ ス 排 出 量 R 国の財生産量.温暖化ガス排出量 

yN\  R 国 の 温 暖 化 ガ ス 削 減 量 が ，排出権価格 g の関数として，それぞれ以下のように定ま

る。

x N* — (A. — q — 2cj +  C r )  ( 6 )

(A  —  q ~\~Cj  —  2 c r )  (7)

⑶

これらの3 式より，排出権価格g の増加に伴って J 国，R 国の財生産がともに減少し，R 国の 

温暖化ガス排出削減量が増加することが読み取られる。

この場合の排出権の需要量，供給量はそれぞれ，

x N* — x  = (A — q~ 2cj -\- Cr) ^  x  (9)

y+/SN* — y N* = y + Y ^ —■ {A — q -\- cj — 2cr) (10)

となるので，国際的排出権取引の需給均衡条件

(A — q~ 2cj +  Cr) — x  = y (バー7 +  cノ — 2ひ） （11)

より，この場合の排出権価格qN * が

qn* =  { 2 ( 2 A - c j - c j t ) ~ 6 B ( x  +  p)}  (12)

の水準に定まる。

国際的財市場の大きさA が拡大すると，温暖化ガス排出が増加して排出権需要が増加するので， 

均衡排出権価格が上昇する。一方， 出権供給国の温暖化ガス削減技術水準が低い場合，すなわち 

ゴが大きい場合には，排出権の創出水準も低く，排出権供給が少ないので，均衡排出権価格が高く 

なる。また，（尤+ タ）が一定であれば排出権の供給水準が一定であるので，均衡排出権価格も一定 

である。以上のことがらが（12)式より読み取られる。

主体的均衡，市場均衡を表す（6) (7 )⑶ （12)式を J 国の利潤関数を表す⑴式に代入することによ
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り，この場合のJ 国の利潤7Tダ* が

7r^* = "o75~ QN * ~ ^ cJ Cr)2 + qN * X (13)

の水準となる。

一方，この時，C 国は C D M を行っていないので，財生産量は cyであり，財生産 1 単位にっき 

温暖化ガスが1 単位排出されるという上述の仮定により温暖化ガス排出量も⑴となるので，この 

場合の温暖化ガス排出総量E N * が

E N* = oc + y -\- (0 (14)

の水準に定まる。第 1 項，第 2 項，第 3 項は，それぞれ，J 国，R 国，C 国の温暖化ガス排出水準

である。

3.2. J 国企業が国際的排出権取引とC D M を併用している場合の均衡値

次に，J 国企業が国際的排出権取引とC D M とを併用している場合について考える。

この場合のJ 国，R 国，C 国の利潤関数はそれぞれ

7Tj^(A — B(jc + y))x — Cjx — Q ( x ~ x ~ a )  — s a (15)

7Tr^ ( A ~ B ( x  + y ) ) y -  cRy + q(y + / 3 - y ) ~  d^2 (16)

n ^ p i c o  — ^  + s a —d1 (17)

と表現される。（15)式， （16)式ともに，第 1 項と第 2 項の差は財生産から得られる利潤を表現して 

いる。 （15)式の第 3 項，第 4 項は，それぞれ，J 国の排出権購入費用，CDM実施費用を表現して 

いる。 （16)式の第 3 項と第 4 項の差はR 国が排出権販売から獲得する利潤を表現しており，（17) 

式 1 項は C 国が財生産から獲得する利潤を，第 2 項と第 3 項の差はCDM実施から獲得する利潤 

を表現している。

利潤極大化の一階条件

^ ^ = A - 2 B x - B y - c j ~ q ^ 0  (18)

- ^ ^ - ^ A  — Bx — 2 B y ~ c R — q = 0 (19)

ニ g - 2  必 =0 (20)

- ^ = s - 2 a = 0  (21)

より，この場合のJ 国の財生産量 • 温 暖 化 ガ ス 排 出 量 R 国の財生産量.温暖化ガス排出量
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y c\  C 国の温暖化ガス削減量， *，R 国の温暖化ガス削減量 / ^ * がそれぞれ，排出権価格 7 の関 

数として，以下のように定まる。

x c*— (A  — Q  — 2cj-\- C r )  (22)

y c* — (^4 — q-\- Cj ~ 2 cr) (23)

^ c *=Yd  (25)

これらの4 式より，排出権価格 7 の増加に伴って J 国，R 国の財生産がともに減少し，R 国の 

温暖化ガス排出削減量が増加すること， また，C 国の交渉力 s の増加に伴ってC 国の温暖化ガス 

排出削減量が増加することが読み取られる。

この場合の排出権の需要量，供給量はそれぞれ，

x c* — x  — ac* — {A. — q ~ 2 c j c r ) ~ x  可 (26)

y + Pc* — y c* — y 一"̂ ^ ( A ~ q + cj — 2cr) (27)

となるので，国際的排出権取引の需給均衡条件

(A  — q — 2cj +  cr) — x  一" |-=  y { A ~  q -\- cj — 2cr) (28)

より，この場合の排出権価格qc* が

qc* =  2B^\-\ 7 — Cj — Cr) — 6B(x  +  y) — 3Bs} (29)

の水準に定まる。

(29)式は，J 国が国際的排出取引とC D M を併用している場合の均衡排出権価格が他の事情が等 

しい限り，A やゴの増加に伴って増加すること，（无+ 歹）が一定であれば一定であること，また， 

s の増加に伴って低下することを表している。

ここで説明すべきは均衡排出権価格と s の関係である。s が増加すると，CDM受入れ国の排出 

削減量が増加する。その結果，排出権取引におけるJ 国の需要量が減少するので，均衡排出権価格 

が低下するのである。排出権価格とA ，d, (x + y ) との関係については，J 国が国際的排出取引 

のみを行っている場 合 （（12)式）と同様である。

また， （29)式と（12)式とを比較することにより，CDMも併用されている場合の方が，併用され
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ていない場合に比べて，均 衡 排 出 権 価 格 が 分 低 く な っ て い る こ と が 読 み 取 ら れ る 。 CDM 

が併用されている場合には，J 国の排出権需要が減少するために，均衡排出権価格が低下するので

ある。

主体的均衡，市場均衡を表す（22) (23) (24) (25) (29)式を J 国の利潤関数を表す（15)式に代入する 

ことにより，この場合のJ 国の利潤冗” が

g c*~2cj  + cr)2 + gc*x + (gc* — s )备  (30)

ただし q“  = 3̂ ^ -  { 2 ( 2 A - C j - c R)-^>B{x + y ) - 2 B s )

の水準となる。

一方，この時のC国の生産量は出一（ぴC*)2=cw —f であり，仮定により温暖化ガス排出量も 

c o - ~ - となっているので，この場合の温暖化ガス排出総量E N * が

E c* = x  + y + co-^j -  (31)

の水準に定まる。第 1 項，第 2 項は，それぞれ，J 国，R 国の温暖化ガス排出水準，第 3 項と第 4 

項の差はC 国の温暖化ガス排出水準である。

4 . 国際的排出権取引とC D M との併存と温暖化ガス排出水準

本節では，これまでの分析結果に基づいて，国際的排出権取引とC D M との併存の下での外生的 

変化が温暖化ガス排出総量に与える影響を明らかにする。

まず，J 国が国際的排出権取引のみを行っている場合とC D M も併用している場合とで， どちら 

場合の温暖化ガス排出量が多いのかについて調べるためにE N* と五の差を計算すると， （14)式 

と（31)式より，

E N* - E c* = ~ > 0  (32)

が得られ，

補 題 ：

国際的排出権取引とC D Mが併用されている場合の方が国際的排出権取引のみが行われている場 

合に比べて，温暖化ガス排出総量が少ない。
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図 1 a. E とp の関係 図 1 b. E とパの関係
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図 1 c.  E とr fの関係
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図 1 d.  E とs の関係 図 1 e .  E とi の関係（ただし丨+ 反は一定)

ということが理解される。

CD Mが併用される場合には，C 国の排出削減技術が活用されるために，温暖化ガス排出総量が 

少なくなるのである。

この補題より，温暖化ガス排出総量とA A,  d, s の関係， （x + 歹）一定の下での温暖化ガス排 

出総量と无の関係が，p _ E 平面，A —E 平面，d —E 平面，s _ E 平面，无一E 平面に図1 a, b, c, 

d, e のように描かれる。

次に， どのような場合に国際的排出権取引とC D M とが併存するのかについて考える。

1 1 (2 5 1)



国際的排出権取引とC D M とが併用されるのは，

• C D M を行っている場合のC 国利潤がそうでない場合のC 国利潤を上回ると同時に，

• 国際的排出権取引とC D M とを併用している場合のJ 国利潤が国際的排出権取引のみを行ってい 

る場合のJ 国利潤を上回る場合である。

C D M を行っている場合のC 国利潤；rg *は {w +  ( l —/))冬 ，C D M を行っていない場合のC 国利 

潤 7Tざ* はpcoであるので，C 国が J 国とのCD Mに参加する条件が

P<1 (33)

となる。

一方，J 国が国際的排出権取引とC D M を併用するのは，CDM実施費用に比べて，国際的排出 

権取引費用が高い場合である。

排出権価格が高くなるのは排出権の需要量に比べて供給量が少ない場合であり，それは，R 国の 

温暖化ガス排出削減費用が高い場合や財市場が大きい場合である。国際的財市場が大きい場合には， 

J 国，R 国ともに生産量が多いために，排出量も多くなるので，J 国の排出権需要が多くなり， R 

国の排出権供給が少なくなる。

J 国が国際的排出権取引とC D M とを併用する条件を数式で表現すると

が —7Tダ*

= - ^ ~ ^ y [ ( 3 d ( 5 B ~ A d ) A - 2 d ( 2 1 B  + 20d)cj + 2 d ( - 3 B  + 4d)cR- l S d B x -  

2dB(27B + 12d)(x+i / )~3{(3B + 4d)2- 4 B d 2}s]>0

となる。

以上の（33)式および (34)式より，温暖化ガス排出総量についてのいくつかの命題が導かれる。

まず財市場と温暖化ガス排出総量との関係について考える。

図 1 a と（33)式を併せ考えることにより，CDM受入れ国の財市場の大きさと実現する温暖化ガ 

ス排出総量との関係がp — E 平面に図 2 a のように描かれる。》= 1 において不連続に温暖化ガス 

排出総量が増加することが特徴的である。

一方， （34)式より，A が大きい場合にはJ 国が国際的排出権取引とC D M とを併用することが 

読み取られる。上述のように，4 が大きいと J 国およびR 国の財生産が拡大し排出権需要が増加 

する結果，排出権価格が上昇するからである。臨界値をA と表記し，図 l b を併せ考えることに 

より，国際的財市場の大きさと実現する温暖化ガス排出総量との関係がA — E 平面に図 2 b のよ 

うに描かれる。 において不連続に温暖化ガス排出総量が減少することが特徴的である。

以上より，財市場と温暖化ガス排出総量との関係について
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図 2 a. E とp の関係 図 2 b. E とA の 関 係 （ただしp く1)

/ \
E

八
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E c

令 P

E c

命 題 1

他の事情が等しい限り，C D M受入れ国の財市場が拡大した場合は，温暖化ガス排出総量が不連 

続に増加するが，国際的財市場が拡大した場合には，温暖化ガス排出総量が不連続に減少する場合 

がある。

という命題が導かれる。

この命題1 は CDM受入れ国の財市場と国際的財市場とでは，その拡大が温暖化ガス排出総量に 

与える影響が非対称的であることを不している。

次に，排出権供給国の温暖化ガス排出削減技術と温暖化ガス排出総量との関係について考える。 

(34)式より，ゴが大きい場合にはJ 国が国際的排出権取引とC D M とを併用することが読み取ら 

れる。上述のように，ゴが大きいと排出削減が少ないので排出権供給が少なくなって排出権価格が 

高くなるからである。臨界値を孑と表記し，図 1 c を併せ考えることにより，国際的財市場の大 

きさと実現する温暖化ガス排出総量との関係がd — E 平面に図 2 c のように描かれる。d =  d にお 

いて不連続に温暖化ガス排出総量が減少することが特徴的である。

図 2 E とr f の関係（ただしp < l )

ハ
E

E c*

ブ d
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以上より，排出権供給国の温暖化ガス排出削減技術と温暖化ガス排出総量との関係について

命題 2 :

排出権供給国の温暖化ガス排出削減費用が低下すると，他の事情が等しい限り，温暖化ガス排出 

総量が不連続に増加する場合がある。

という命題が導かれる。

この命題2 は，排出権取引とCDMが併存している場合には，温暖化ガス排出削減費用の低下が 

必ずしも温暖化ガス総量の抑制をもたらさないことを示している。

また， （34)式より，s が大きい場合にはJ 国がC D M を行わずに国際的排出権取引のみを行う可 

能性が高いことが読み取られる。臨界値をデと表記し，図 1 d を併せ考えることにより， CDM 

受入れ国の交渉力と実現する温暖化ガス排出総量との関係がs —E 平面に図 2 d のように描かれる。 

s=  s において不連続に温暖化ガス排出総量が増加することが特徴的である。

—方， （34)式より，丨+ ダが一定の下で无が増加すると，J 国が C D M を行わずに国際的排出 

権取引のみを行う可能性が高まることが読み取られる。テの臨界値を f と表記すると，J 国への 

排出割当量と実現する温暖化ガス排出総量が无一E 平面に図 2 e のように描かれる。テ=黃にお 

いて不連続に温暖化ガス排出総量が増加することが特徴的である。

図 2 d _  E とs の関係（ただしp < l )  図 2 e _  E と丨の関係（ただし丨+ 获は一定，p < l )

以上のことがらは，次の命題3 としてまとめることができる。

命題 3

C D M受入れ国の交渉力が増加した場合，排出割当総量一定の下で排出権需要国への割当が増加 

した場合には，他の事情が等しい限り，温暖イヒガス排出総量が不連続に多くなる場合がある。
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という命題が導出される。

ここで，元の増加を排出権割当における温暖化ガス排出削減高費用国の交渉力の増加と解釈す 

ると，この命題3 より，温暖化ガス排出総量を低下させるためには，温暖化ガス排出削減高費用国 

の交渉力は，C D Mにおいては強く，排出割当決定においては弱いことが望ましいことが理解され 

る。

5 . 結 び

本研究では，財の国際貿易を考慮に入れたモデルを構築し，国際的排出権取引とCD Mの併存の 

下での外生的変化が温暖化ガス排出総量に与える影響について分析した。

得られた結論は以下のようにまとめられる。

⑴ C D M受入れ国の財市場が拡大した場合は，温暖化ガス排出総量が不連続に増加するが，国際的 

財市場が拡大した場合には，温暖化ガス排出総量が不連続に減少する場合がある。

(2)排出権供給国の温暖化ガス排出削減費用が低下すると，温暖化ガス排出総量が不連続に增加する 

場合がある。

⑶ C D M受入れ国の交渉力が増加した場合，排出割当総量一定の下で排出権需要国への割当が増加 

した場合には，温暖化ガス排出総量が不連続に増加する場合がある。

CD Mの併存を考慮に入れた場合には，財市場拡大の影響が非対称的であること，温暖化ガス排 

出削減費用の低下が必ずしも，温暖化ガス排出総量の抑制をもたらさないこと，温暖化ガス排出削 

減高費用国の交渉力の増加の影響がC D M と排出権割当決定とでは非対称的であることが示された。

本研究のモデルを拡張してC D M とO D Aとの複合効果について考えることも可能である。また， 

動学モデルを構築して温暖化ガス排出削減技術を内生化し，本研究の分析を深めることも可能であ 

る。また， より一般化したモデルを構築して日本のとるべき政策について分析することも必要であ 

ろう。このような問題については稿を改めて分析したい。

(経済学部専任講師）
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